
１　はじめに

２　決算の概要

（単位：円）

116,082,943,915 ①

113,793,712,198 ②

2,289,231,717 ①-②=③

1,421,011,031 ④

868,220,686 ③-④実質収支額

平成30年度　国民健康保険事業特別会計　決算状況　

歳入決算額

歳出決算額

差　 引 　額

療養給付費等負担金
(返還額等）

　本特別会計については、平成30年度から設置されたものであり、今年度
が初めての決算となる。

　収入合計　１１６０億８２百万円に対し、支出合計　１１３７億９３百万円とな
り、収支差引合計額は２２億８９百万円の黒字となった。
　収支差引額の主な要因については、支出において当初見込みより医療費
が減少したことである。
　なお、収入の療養給付費等負担金については、概算で国から交付されて
いるため、返還分を差し引いた実質収支は、８億６８百万円の黒字となる。

資料 ２



　（１）　歳　　入

①　療養給付費等負担金

補 正 後 予 算 額 21,649,528 千円

決 算 額 21,295,887 千円

収 入 減 353,640 千円

②　国普通調整交付金

補 正 後 予 算 額 5,517,206 千円

決 算 額 6,437,470 千円

収 入 増 920,264 千円

　（２）　歳　　出

①普通交付金

補 正 後 予 算 額 91,477,901 千円

決 算 額 89,501,358 千円

執 行 残 1,976,543 千円

（３）　実質収支

過去の医療費の動向や年度末の急激な医療費増に対応できるよう補正時に一定
額を見込んでいたが、被保険者数が見込みより約７千人減少したことと、急激
な医療費増が発生しなかったため、結果的に不要額が発生した。

実質収支　８億６８百万円については、令和２年度の収入とする。

３　主な概要

県は、医療費等の３２％の額に、国が予算の範囲内で乗じる一定率を見込んで補正
予算を計上した。

その後、国が全国の医療費の状況をもとに一定率を乗じて負担金を確定した結果、
約３億５千万円の減となった。

国調整交付金については、３０年度から医療費等の９％の額に都道府県間の所得
水準の調整をした額が交付されることとなった。

県は、国からあらかじめ示された額で補正予算を計上したが、その後、国が医療費
の減少や都道府県間の所得水準を調整して交付金を確定した結果、約９億２千万円
の増となった。

30年度から県は財政運営の責任主体となり県内国保に係る医療費を全額支払う
こととなった。



（１）歳入決算

前期高齢者交付金　他 市町からの納付金

繰
入

療養給付費等、
普通調整交付金　他

基金利子 一般会計からの繰入金

（２）歳出決算

他の保険制度へ支出

広域化推進、職員費

市町の特別事 市町の保険給付費
情に応じ交付 を全額交付

【参考】速報値：被保険者数、世帯数の状況（平成３１年３月３１日現在）　　　※県人口と県世帯数は4.1現在

平成30年度　国民健康保険事業特別会計決算の概要

（単位：千円）

区　　　分 予算額 決算額 差額

後 期 高 齢 者
支 援 金 等

8,112,364 8,112,364 0

介 護 納 付 金 2,541,954 2,541,955 1

分担金及び負担金 35,062,564 35,062,566 2

医 療 給 付 費 24,408,246 24,408,247 1

7,371,357 7,105,515 △ 265,842

諸 収 入 43,108,516 43,197,156 88,640

収入合計 １１６
０億８２百万円に

30,509,333 30,715,768 206,435

財 産 収 入 1,939 1,939 △ 0

区　　　分 予算額 決算額 執行残

総 務 管 理 費 81,751 80,881 870

合　　　計 116,053,709 116,082,944 29,235

（単位：千円）

後期高齢者支援金等 16,214,119 16,214,117 2

前期高齢者納付金等 67,564 67,563 1

普 通 交 付 金 91,477,901 89,501,358 1,976,543

特 別 交 付 金 2,187,826 2,078,247 109,579

共同事業拠出金 100,154 100,153 1

基 金 積 立 金 321,236 321,236 0

介 護 納 付 金 5,430,059 5,430,058 1

病 床 転換 支援 金等 100 100 0

合　　　計 116,053,709 113,793,712 2,259,997

※病床転換支援金　：　療養病床の老人保健施設等
への転換事業の市町国保負担分

※共同事業拠出金　：　都道府県間の再保険制度
（420万円超の特別高額医療費共同事業）に拠出

諸 支 出 金 0 0 0

予 備 費 172,999 0 172,999

加入率

市町国保 1,411,498 278,493 19.73% 570,219 172,129 30.19%

県人口 被保険者数 加入率 県世帯数 国保世帯数

分担金及

び負担金, 
30.2%

国庫支出

金, 26.5%

財産収入, 
0.0%

繰入金, 
6.1%

諸収入, 
37.2%

総務管理

費, 0.1%

普通交付

金, 78.7%

特別交付

金, 1.8%

後期高齢

者支援金

等, 14.2%

前期高齢

者納付金

等, 0.1%

介護納付

金, 4.8% 基金積立

金他, 0.1%



（単位：円）

補正後予算額
(A)

決算額
(B)

残額
(B)－(A)

補正後予算額
（C)

決算額
（D)

残額
（D)－（C)

2,541,954,678

① ②

繰越金（①－②)

平成30年度　国民健康保険事業特別会計　決算額確定　

歳　入 歳　出

医療給付費分 24,408,246,000 24,408,246,926 926 職員給与費 72,429,000 72,682,863 253,863

後期高齢者支援金分 8,112,364,000 8,112,364,497 497 一般管理費 935,000 934,416 △ 584

1,210,900 439,900

療養給付費等負担金 21,649,528,000 21,295,887,648 △ 353,640,352 医療保険者保健事業推進事業 3,583,000 3,023,340 △ 559,660

介護納付金分 2,541,954,000 678 国保広域化等推進事業 771,000

2,218,736 △ 1,264

特別高額医療費共同事業費負担金 56,124,000 56,124,000 0 運営協議会費 1,813,000 810,370 △ 1,002,630

高額医療費負担金 927,485,000 927,484,405 △ 595 国民健康保険団体連合会負担金 2,220,000

89,501,357,769 △ 1,976,543,231

普通調整交付金 5,517,206,000 6,437,470,000 920,264,000 特別交付金保険者努力支援分 544,127,000 544,127,000 0

特定健康診査等負担金 168,461,000 168,461,000 0 普通交付金 91,477,901,000

323,391,000 △ 83,436,000

保険者努力支援制度交付金 687,726,000 687,726,000 0
特別交付金都道府県繰入金
（２号分）

899,950,000 873,807,000 △ 26,143,000

特別調整交付金 1,183,506,000 823,318,000 △ 360,188,000
特別交付金特別調整交付金分
（市町分）

406,827,000

336,922,000 0

財政安定化基金預金利子 1,939,000 1,938,717 △ 283 後期高齢者支援金 16,212,940,000 16,212,939,209 △ 791

財政安定化基金補助金 319,297,000 319,297,000 0 特別交付金特定健康診査等負担金 336,922,000

1,178,209 △ 791

都道府県繰出金 5,994,980,000 5,729,450,000 △ 265,530,000 前期高齢者納付金 66,506,000 66,505,910 △ 90

特定健康診査等負担金繰入金 168,461,000 168,461,000 0 後期高齢者関係事務費拠出金 1,179,000

1,057,367 △ 633

職員給与費等繰入金 72,429,000 72,682,863 253,863 介護納付金 5,430,059,000 5,430,058,030 △ 970

高額医療費負担金繰入金 927,485,000 927,484,405 △ 595 前期高齢者関係事務費拠出金 1,058,000

99,694 △ 306

特例基金繰入金 203,451,000 203,450,157 △ 843 特別高額医療費共同事業事業費拠出金100,041,000 100,040,103 △ 897

その他一般会計繰入金 4,551,000 3,986,762 △ 564,238 病床転換助成関係事務費拠出金 100,000

112,565 △ 435

療養給付費等交付金 396,833,000 442,495,000 45,662,000 財政安定化基金積立金 321,236,000 321,235,717 △ 283

受託事業収入 0 0 0 特別高額医療費共同事業事事務費拠出金113,000

△ 172,999,000

特別高額医療費共同事業交付金 104,348,000 104,348,303 303 0

前期高齢者交付金現年度分 42,602,489,000 42,602,488,154 △ 846 予備費 172,999,000

県預金利子 4,846,000 5,016,902 170,902

雑収入 0 42,807,498 42,807,498

0

2,289,231,717

113,793,712,198 △ 2,259,996,802合 計 116,053,709,000 116,082,943,915 29,234,915 合 計 116,053,709,000

納
付
金


